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事　　務　　執　　行　　概　　要

居住企画課においては、住宅建築局内の企画調整を行うとともに、分譲マンションの管理適正化・再生円滑化に向けた取組や、高齢者向け優良賃貸住宅・サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のほか、市町村による空家対策への支援などを行った。
また、住宅ストック全体を活用した居住の安定確保に向け、市区町村単位での居住支援協議会の設立に向けた連携体制構築促進に向けた取組や、市町営住宅等の管理指導監督、大阪府住宅供給公社事業の指導・監督などを行った。
予　算　執　行

　　予算の執行に当たっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計10億7,924万6,508円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	手数料
	円
   3,159,800
	％
0.3　
	サービス付高齢者向け住宅登録手数料 等

	国庫補助金
	387,931,000　
	35.9　
	社会資本整備総合交付金 等

	貸付金元利収入
	684,065,788　
	63.4　
	大阪府住宅供給公社貸付金 等

	雑入
	4,089,820　
	0.4　
	職員費にかかる負担金 等

	合計
	1,079,246,508　
	100.0　
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計8億218万8,049円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円
1,795,696　
	％
0.2　
	再任用職員に係る共済費

	住宅供給促進費
	791,065,288　
	98.6　
	優良賃貸住宅供給促進事業費　等

	一般管理費
	3,264,692　
	0.4　
	非常勤作業員雇用に係る経費　等

	防災総務費
	6,062,373　
	0.8　
	大阪版被災住宅無利子融資事業費　等

	合計
	802,188,049　
	100.0　
	


(1)　総務調整グループ
１．連絡調整事務
　　住宅建築局内及び課内（居住企画課及び建築環境課（兼務））の業務を円滑に推進するため、部内各室課及び課内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な執行に努めた。
２．法規関連事務
　　住宅建築局の所属が所管する条例、規則、告示等について法規審査を行った。
３．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務の執行に専念するとともに、職場の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。

４．職員の衛生管理
　　職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持と疾病予防に努めた。
５．予算の執行管理
　　予算の執行に当たっては、課内各グループと都市整備総務課等と連絡調整のうえ、執行状況の把握及び適正な管理に努めた。
(2)　住宅企画・マンショングループ
１．企画調整
　　住宅建築行政の総合的かつ計画的な推進を図るため、部内及び住宅建築局内各室課との連絡調整に努めた。
２．「住まうビジョン・大阪」の進捗管理
　令和３年12月に改定した「住まうビジョン・大阪」の基本目標の達成に向けた取組の進捗状況を、大阪府住生活審議会において報告した。
　（令和５年８月　第２回大阪府住生活審議会開催）

３.「大阪府分譲マンション管理適正化及び再生円滑化基本計画」に基づく取組
マンションの適正な管理の推進、管理組合の自律的で適正な管理及び再生の円滑化の推進等を図るため、令和４年４月に策定した「大阪府分譲マンション管理適正化及び再生円滑化基本計画」に基づき、以下の管理適正化及び再生円滑化に向けた取組を行った。
（１）大阪府マンション管理適正化専門家派遣事業
管理組合の活動実態がない等の管理不適正な分譲マンションにマンション管理士を派遣することで、管理組合の設立や適正な運営について支援した。
（２）大阪府マンション再生円滑化専門家派遣事業
築40年以上のマンション管理組合に対して、マンション管理士を派遣し、建替えや敷地売却等の再生の手法及び時期、再生までの修繕方法並びに資金計画等を記載した中長期の将来計画の作成を支援した。
（３）町村域の分譲マンション実態調査の実施
　　　　府に権限のある町村域の分譲マンションの管理状況を把握するため、アンケートにより、
実態調査を実施した。
４．「大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステム協議会」の運営
（１）大阪府分譲マンション管理適正化推進制度の推進

「大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステム協議会（以下「推進協議会」という。）において、平成29年２月に創設した「大阪府分譲マンション管理適正化推進制度」により、管理状況等の情報を登録された各管理組合に適切な管理のための必要な情報提供を行うなどの支援を行った。
（２）専門アドバイザー派遣の実施

分譲マンションを良好な住宅ストックとして維持していくため、マンション管理組合自らが適時適切に修繕・改修、建替え等を検討、実施していけるよう、「大阪府分譲マンション管理・建替えサポートシステム推進協議会（以下「推進協議会」という。）」から専門アドバイザーの派遣を行っている。
【根拠法令等：大阪府分譲マンション管理・建替えサポートステム推進協議会アドバイザー派遣制度要綱】

	
	分譲マンション管理適正化推進制度登録件数（累計）
	アドバイザー派遣件数

	令和３年度
	159件
	4件

	令和４年度
	167件
	0件

	令和５年度
	179件
	4件


（３）府民向けセミナー及び推進協議会会員向け研修会の実施
区分所有者等の府民に対して、管理組合のニーズに応じた情報提供や啓発を行うため、府民向けのセミナーを開催した。また、推進協議会の会員に対し、管理、大規模修繕、建替え等の基礎的な内容の研修会を実施した。
	
	府民向けセミナー
	会員の職員向け研修会

	令和４年度
	10回（うち推進協議会主催３回）
	３回

	令和５年度
	11回（うち推進協議会主催５回）
	２回


５．大阪府防災力強化マンションの認定

　　耐震性や耐火性など建物の安全性に関する基準に適合することに加え、災害時の生活維持に求められる設備・施設等の整備など、一定の防災力を備えた民間マンションを「大阪府防災力強化マンション」として知事が認定し、府民に広く周知することにより、防災性の向上と災害に強い良質なマンション整備の誘導を図った。

【根拠法令等：大阪府防災力強化マンション認定制度要綱】

	
	計画認定件数
	認定件数

	令和３年度
	1件
	0件

	令和４年度
	0件
	1件

	令和５年度
	0件
	0件


６．特定優良賃貸住宅の供給促進
　　良好な居住環境を備えた中堅所得者等向けの賃貸住宅の供給を促進するため、特定優良賃貸住宅の認定事業者が家賃を減額するために要する費用の補助を行った。
【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、大阪府特定優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領、

大阪府新婚・子育て世帯向け家賃減額補助事業補助金交付要領】
	　　
	対象団地数
及び管理戸数
（4/1時点）
	補 助 対 象

事　業　費
	交　　　付

決　定　額
	補　助　金

支　払　額
	備考

	令和３年度
	19団地    342戸
	13,407,000円
	13,407,000円
	11,957,000円
	

	令和４年度
	 7団地    132戸
	3,613,200円
	3,613,200円
	3,553,200円
	

	令和５年度
	１団地　　12戸
	480,000円
	480,000円
	480,000円
	


７．高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進
　　良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進するため、高齢者向け優良賃貸住宅の認定事業者が家賃を減額するために要する費用の補助を行った。
【根拠法令等：地域優良賃貸住宅制度要綱、社会資本整備総合交付金交付要綱、

大阪府高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業費補助金交付要領】
	
	対象団地数
及び管理戸数
（4/1時点）
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	令和３年度
	56団地 2,613戸
	691,617,600円
	691,617,600円
	685,983,600円
	

	令和４年度
	54団地 2,488戸
	660,219,600円
	660,219,600円
	657,311,200円
	

	令和５年度
	50団地 2,363戸
	637,910,700円
	637,910,700円
	632,611,800円
	


８．サービス付き高齢者向け住宅の供給促進
　（１）サービス付き高齢者向け住宅の登録

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正により平成23年10月に創設された「サービス付き高齢者向け住宅」について、高齢者にふさわしいハードや見守りサービスの提供等の基準を満たした住宅の登録を実施するとともに、その登録情報等について、府や市町村の窓口での閲覧や府のホームページにおいて提供を行うとともに、定期報告の徴収及び立入検査を行った。
①登録状況
　　　　　令和５年度末：291件、10,376戸（指定都市・中核市を含む府内計828件、32,417戸）

②閲覧制度等
　　　　　大阪府及び市町村窓口でのサービス付き高齢者向け住宅登録簿の閲覧
③定期報告の実施
　　　　　・定期報告（令和５年７月末時点登録事業者）：282件、10,006戸
　　　　　・立入検査（令和６年1月～2月実施）：10件
　（２）サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助制度
　　　　サービス付き高齢者向け住宅の供給を促進するため、認定事業者が家賃を減額するために要する費用の補助を行った。
【根拠法令等：高齢者の居住の安定確保に関する法律、社会資本整備総合交付金交付要綱、

地域優良賃貸住宅制度要綱、大阪府サービス付き高齢者向け住宅家賃減額補助金交付要領】

	
	対象団地数
及び管理戸数
（4/1時点）
	補助対象
事業費
	交付決定額
	補 助 金
支 払 額
	備考

	令和３年度
	40住宅　560戸
	67,828,000円
	67,828,000円
	62,432,000円
	

	令和４年度
	37住宅　547戸
	60,456,000円
	60,456,000円
	57,222,000円
	

	令和５年度
	35住宅　529戸
	58,984,000円
	58,984,000円
	54,524,000円
	


９．高齢者向け優良賃貸住宅等の入居者負担額認定にかかる事務委託
高齢者向け優良賃貸住宅等の入居者負担額認定に係る事務を大阪府住宅供給公社に委託した。

	
	委託戸数
	 委　託　料
	委　託　先

	令和３年度
	  888戸
	1,537,272円
	大阪府住宅供給公社

	令和４年度
	  792戸
	1,353,132円
	大阪府住宅供給公社

	令和５年度
	  678戸
	1,165,428円
	大阪府住宅供給公社


10．民間住宅建設の助成　
　　住宅融資関連各種制度に基づき民間資金の円滑な導入を図り、民間住宅建設に助成し促進した。

　　（個人住宅建設・購入資金融資あっせん制度）
自己の住宅を建設または購入しようとする者に対し、その必要な資金を融資あっせんし、個人住宅の取得を促進し、もって居住水準の向上に寄与することを目的とした制度であったが、平成13年度以降の新規融資あっせんを中止した。
平成12年度以前にあっせんを行った融資につき、府はその取扱金融機関に対して、資金の一部預託を行った。　　　　　　　　　　

【根拠法令等：大阪府個人住宅建設・購入等資金融資あっせん制度要綱】

　　　　　＜資金預託実績＞

	預 託 年 度
	預 託 先 件 数
	預　託　額

	令和３年度
	㈱りそな銀行　外6行
	   6,736,000円

	令和４年度
	㈱みずほ銀行　外4行
	   1,694,000円

	令和５年度
	㈱三井住友銀行　外2行
	     593,000円


11．大阪版被災住宅無利子融資事業補助
　　「大阪府北部を震源とする地震」、「平成30年7月豪雨」及び「平成30年台風第21号」により被災された府民が一日も早く日常生活を取り戻せるよう、被災住宅の早期復旧に資することを目的に、損壊した住宅の補修工事に対する無利子融資への補助制度を平成30年７月に創設した。同補助制度に基づき融資を行った金融機関に対して、利息相当額の補助を行った。
【根拠法令等：大阪版被災住宅無利子融資事業補助金交付要綱】

＜補助実績＞
	
	補助金額

	令和３年度
	7,604,293円

	令和４年度
	6,299,522円

	令和５年度
	5,069,443円


(3)　施策推進グループ
１．「空家対策の取組方針」に基づく取組
　「空家総合戦略・大阪」及び「空家総合戦略・大阪2019」での取組成果及び課題並びに災害の経験を踏まえ、令和４年４月に「空家対策の取組方針」を策定し、市町村と適切な役割分担のもと、以下の取組みを行った。

（１）空家の適正管理等の促進
除却すべきものは除却し、利活用可能なものは利活用するという考え方のもと、市町村の特定空家等に対する措置を促進するとともに、公民連携の強化による空家の適正管理や除却などの取組みを支援した。

・令和５年12月に施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」の改正を踏まえ、「空家等対策に係る各種制度等運用マニュアル（空家等対策に係る技術的助言）」及び別冊の事例集を更新した。
・市町村が開催する空家に関する府民向けの意識啓発セミナーに、公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」より講師・相談員を派遣した。

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき市町村が実施する空家等対策を効果的に促進するため、平成27年２月に設置した「大阪府空家等対策市町村連携協議会」の場等を活用し、同法第４条第２項の規定に基づく情報の提供や技術的な助言、市町村相互間の連絡調整などを行った。
・市町村が実施する下記の国庫補助事業について指導監督（政令市除く）を行った。

＜空き家再生等推進事業、空き家対策総合支援事業（国費のみ）＞

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	空き家再生等推進事業
	7件
	5,250千円
	0件
	    0千円

	空き家対策総合支援事業
	16件
	68,790千円
	0件
	0千円

	合　計
	23件
	74,040千円
	0件
	0千円


【根拠法令等：空家等対策の推進に関する特別措置法、小規模住宅地区等改良事業制度要綱、

住宅市街地総合整備事業制度要綱】
＜指導監督交付金（国費のみ）＞　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	空き家再生等推進事業分
	105千円
	105千円
	0千円

	空き家対策総合支援事業分
	3,990千円
	3,990千円
	0千円

	合　　　計
	4,095千円
	4,095千円
	0千円


【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱、住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱】
（２）空家対策によるまちづくりの促進
公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」の枠組みを活用し、魅力ある住まいと都市を創り出す主役である、所有者、民間事業者、大学等と連携して、市町村が取り組む空家対策によるまちづくりを支援した。
・市町村の空家バンク情報や魅力・支援情報などを発信する「大阪版・空家バンク」を運用。大阪版・空家バンクへの物件の登録促進に向け、空家バンク利用者へヒアリングを行い、空家バンクホームページにヒアリング内容を掲載した。
（３）既存住宅流通、リフォーム・リノベーション市場の活性化
府民が安心して既存住宅の売買やリフォーム・リノベーションを行えるよう、不動産、建築、法律、金融など関係する民間事業者との連携を強化し、市場の活性化に向けた取組みを実施した。
・建物状況調査に関するガイドブックを作成し、関係団体内での周知に活用したり、事業
者向けにセミナーを開催したりするなど、インスペクションの普及を図った。
・用途変更による空家の利活用を促進するため、コンバージョンに関するガイドブック
を関係団体内での周知に活用したりするなど、コンバージョン等の普及を図った。
２．「大阪府居住安定確保計画」に基づく取組
（１）大阪府居住支援連携体制構築促進事業の実施

高齢者や障がい者、低額所得者、子育て世帯、外国人などの住宅確保要配慮者が安心して住まいを確保できるよう、地域の実情に応じた多様な居住支援体制の構築を促進するため、市区町村単位での居住支援協議会の設立に向けた事業に補助を行った。

〈大阪府居住支援連携体制構築促進事業補助金〉
	
	交付決定件数
	交付金額
	事業実施市区町村

	令和５年度
	11件
	16,995,825　円
	大阪市(北区、都島区、生野区、旭区、城東区、西成区)、堺市、守口市、八尾市、箕面市、東大阪市


（２）大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度の推進　

　　　　民間賃貸住宅において、高齢者等（高齢者、低額所得者、障がい者、子育て世帯、外国人）が円滑に入居できることをめざし、高齢者等の入居を拒まない民間賃貸住宅等の登録、及び登録情報の提供等を行った。

【根拠法令等：大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度要綱※１、
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（住宅セーフティネット法）※２】

・登録状況

	
	住宅セーフティネット法による登録住宅※２
	協 力 店

登録件数

※１
	居住支援団体
登録件数

※１
	居住支援法人
指定件数

※２

	令和３年度
	36,340戸
	686件
	7件
	89件

	令和４年度
	37,535戸
	707件
	7件
	135件

	令和５年度
	42,737戸
	651件
	７件
	166件


・登録情報の提供

地図や条件から検索できる「あんぜん・あんしん賃貸検索システム」により、登録された情報を提供した。

（３）「Osakaあんしん住まい推進協議会（居住支援協議会）」の取組み 
平成27年３月に設立した、不動産関係団体や民間賃貸住宅の賃貸人、公的賃貸住宅事業者、府、市町村などで構成する「Osakaあんしん住まい推進協議会」（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第10条に規定する「居住支援協議会」に位置づけ）において、居住支援に関する各種取組みを進めた。

　（令和５年度の主な取組み）

・市町村と連携した住まい探しイベント（住まい探し相談等）の開催

相談者45組（府内４市で開催）
・住宅相談室における住まい探し相談

相談者155件
　　　　 ・市町村における居住支援体制を構築するため、居住支援研修会及び交流会を開催
　開催日：令和５年８月１日
　参加者：178名（居住支援法人：76名、協力店：20名、家賃債務保証業者：６名
　　　　　　　　　市町村：35名、市区社協：19名、講師・関係団体等：22名）

３．賃貸住宅の退去時の原状回復トラブルの未然防止 

賃貸住宅の退去時における原状回復トラブルを防止・減少させるため、平成25年３月に作成した大阪府版のガイドライン『賃貸住宅の原状回復トラブルを防止するために』を活用し、業界団体や相談機関と連携した普及啓発を実施した。
依然、トラブルに関する相談が寄せられている状況等に鑑み、府民向け及び事業者向けアンケート等により実態把握を行い、令和６年３月に「民間賃貸住宅の原状回復トラブル防止に向けた取組の方向性」をとりまとめた。また、大阪府と業界団体が一層連携を強化し、徹底して原状回復トラブル防止を図るため、令和６年４月に「民間賃貸住宅における原状回復トラブル防止に向けた協力に関する協定」を不動産関係４団体と協定を締結した。

４．住まいに関する相談体制の充実
（１）住宅相談室による住宅相談の実施　

住宅相談室において公的賃貸住宅の募集案内や借地借家の賃貸借契約など、住宅に関する各種の相談に応じた。
（令和５年度実績）　　　利用者数 　　　　 2,139件

　　　　　　　　　　　　　　　うち来訪     　　　59件　（ 2.4％）

　　　　　　　　　　　　　　　うち電話・文書　2,080件　（97.6％）
	相談区分
	件数
	割合

	公的賃貸住宅
	227件
	10.6％

	借地・借家（賃貸借契約）
	1,107件
	51.8％

	土地建物売買（売買契約）マンション含む
	204件
	9.5％

	建設工事等（工事請負契約）
	151件
	7.1％

	分譲マンション（入居後）
	43件
	2.0％

	その他
	407件
	19.0％

	合計
	2,139件
	100.0％


（２）「空き家・住まいの相談窓口」等の運営
・公民連携の「大阪の住まい活性化フォーラム」にて、既存住宅売買・リフォーム、空き家の適正な管理・活用等に係る「空き家・住まいの相談窓口」の運用を行った。

（令和６年３月31日時点）　総合相談窓口団体　　　　　 9団　体
（３）災害時における「住まいのケア・専門家チーム」の運営
大規模災害により被災した府民からの住まいの相談に現地で対応するため、復旧・復興段階において市町村で実施される相談会へ専門家を派遣するため「大阪の住まい活性化フォーラム」の会員で構成する「住まいのケア・専門家チーム」について、災害発生に備えた情報伝達訓練を実施した。
(4)　地域住宅グループ　

１．市町村の住宅政策・公営住宅等に係る計画策定などの指導監督等
市町村の住宅政策に係る計画策定の働きかけや公営住宅等の整備・管理に係る計画策定の指導監督を行なった。
　（１）住生活基本計画策定等の働きかけ
市町村が、主体的に地域に密着したきめ細かな住宅施策を推進するように、「住まうビジョン・大阪（大阪府住生活基本計画）」に沿った市町村住生活基本計画の策定や見直しを働きかけた。

　　　　・計画策定済市町村(令和５年度末現在)　　19市町

　（２）長寿命化計画策定等の指導・監督
市町村が管理する老朽化した公営住宅等ストックについて、効率的かつ円滑な更新を実現するため、また、公営住宅の将来戸数の推計を踏まえた予防保全的な維持管理を推進することにより公営住宅等ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくため、長寿命化計画の策定や見直しについて、指導監督を行った。

　　　　・計画策定済市町村(令和５年末現在)　　31市町

　（３）社会資本整備計画策定等の指導・監督
市町村の地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等を推進するため、社会資本総合整備計画（地域住宅計画）策定の指導を行った。

　　　　・令和５年度末　単独策定市町村（政令市除く）

　　　　　　　24市町（豊中市、池田市、箕面市、吹田市、茨木市、摂津市、高槻市、島本町、
東大阪市、枚方市、寝屋川市、守口市、門真市、八尾市、藤井寺市、
羽曳野市、富田林市、河内長野市、泉大津市、和泉市、岸和田市、貝塚市、           泉南市、岬町）
　（４）地域居住機能再生計画の再編等
市町域を超えた連携を促進し、公的賃貸住宅等の整備等のさらなる推進を図るため、各市町単位で策定している計画について、地区の再編を行った。

　　　　・府域を４地区に再編（北部大阪地区、東部大阪地区、南部大阪地区、大阪市地区）

２．市町村等が行う公営住宅整備事業等の指導・監督
市町村等が行う公営住宅整備事業、住宅地区改良事業等及び街なみ環境整備事業の計画・実施・管理、交付・補助申請事務等について指導監督を行った。（政令市除く）
　（１）地域住宅計画に基づく事業の指導・監督　

	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	19件
	1,391,779千円
	0件
	0千円

	住宅地区改良事業等
	 9件
	567,915千円
	0件
	0千円

	公的賃貸住宅家賃低廉化事業
	 8件
	322,907千円
	0件
	0千円

	地域住宅政策推進事業
	 1件
	4,350千円
	0件
	0千円

	前年度からの繰越事業分
	 1件
	34,499千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	38件
	25計画
	0件
	0計画

	
	交付金額
	　　 -
	2,321,450千円
	-
	0千円


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	22,063千円
	22,063千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	-

	合　　　計
	22,063千円
	22,063千円
	         0千円


【根拠法令等：地域住宅交付金交付要綱】

　（２）地域居住機能再生推進事業の指導・監督

	補助金
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	交付金額
	事業主体数
	交付金額

	公営住宅整備事業等
	3件
	1,803,106千円
	0件
	0千円

	住宅地区改良事業等
	1件
	2,728千円
	0件
	0千円

	再生促進事業
	2件
	115,263千円
	0件
	0千円

	前年度からの繰越事業分
	0件
	0千円
	-
	-

	合　計
	事業量
	6件
	4計画
	0件
	0千円

	
	交付金額
	　　 -
	1,921,097千円
	-
	0千円


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当年度事業分
	11,581千円
	11,581千円
	　　　　0千円　

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	-

	合　　　計
	11,581千円
	11,581千円
	         0千円


【根拠法令等：住宅市街地整備事業制度要綱】

　（３）街なみ環境整備事業の指導・監督等　

　　　　市町村が実施する街なみ環境整備事業に対し、指導監督等を行った。
	
	当年度対象事業
	次年度への繰越事業

	
	事業主体数
	補助金額
	事業主体数
	補助金額

	
	地　区　数
	
	地　区　数
	

	街なみ環境整備事業 
	4件
	95,613千円
	0件
	0千円

	
	4件
	
	0件
	

	過年度繰越事業
	1件
	9,497千円
	-
	-

	合　　　計
	5件
	105,110千円
	0件
	0千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業制度要綱】

　　　・指導監督交付金（国費のみ）  
	
	当　年　度　計
	左　の　内　訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	2,008千円
	2,008千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	-

	合　　　計
	2,008千円
	2,008千円
	        0千円


【根拠法令等：街なみ環境整備事業費補助金交付要領】

　（４）公的賃貸住宅家賃対策調整補助金事業の指導監督　

　　　　市町村が管理する公営住宅等の家賃負担を適正化するための家賃対策補助に対し、指導監督を行った。   

	
	事 業 主 体 数
	戸　　数
	補 助 金 額

	改 良 住 宅
	0件
	0戸
	0千円

	公営住宅
	6件
	459戸
	126,023千円　


　　　・指導監督交付金（国費のみ）　

	
	当　年　度　計
	左　の　内訳

	
	
	支　出　済　額
	次年度への繰越額

	当　年　度　事　業　分
	504千円
	504千円
	      0千円

	前年度からの繰越事業分
	0千円
	0千円
	-

	合　　　計
	504千円
	504千円
	        0千円


【根拠法令等：公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱】

　（５）公営住宅及び改良住宅等の管理指導・監督　

　　　　公営住宅法に基づく公営住宅、住宅地区改良法に基づく改良住宅、更新住宅及び小集落改良住宅を管理する市町に対し、必要な指示を行い、また国との連絡調整を図るなど、管理を適正かつ合理的に行うように指導監督を行った。

	
	公　営　住　宅
	改　良　住　宅　等

	
	事業主体数
	戸数（戸）
	事業主体数
	戸数（戸）

	令和３年度末現在
	35件
	17,068戸
	20件
	6,351戸

	令和４年度末現在
	35件
	17,283戸  
	20件
	6,309戸

	令和５年度末現在
	35件
	17,220戸
	20件
	6,215戸


　　　※改良住宅等･･･改良住宅、更新住宅、小集落改良住宅、小規模改良住宅

【根拠法令等：公営住宅法、公営住宅整備事業等指導監督要領、住宅地区改良法】

３．大阪府住宅供給公社事業の指導・監督及び資金援助　

（１）事業計画及び資金計画

公社事業の年度事業計画及び資金計画について指導し、地方住宅供給公社法第27条により当該計画の承認を行った。

（２）立入検査

地方住宅供給公社法第40条第１項により、公社に対して業務状況及び帳簿・書類等の検査を行った。（検査日：令和５年7月27日）

（３）大阪府住宅供給公社への資金援助（賃貸住宅改善資金貸付金）
平成11年度より公社賃貸住宅の建替事業等に必要な資金の一部を貸付けた。
なお、新規貸付けは平成25年度に終了した。

・令和５年度末貸付残高　　　21,933,675,731円

・貸付条件　契約を行った翌年度から年利0.5％、50年間元利均等年賦償還

４．独立行政法人都市再生機構・大阪府住宅供給公社との調整　
　　独立行政法人都市再生機構法、地方住宅供給公社法に基づき、機構、公社が行う住宅建設・宅地開発事業について、良好な住宅宅地の形成を図るため、地域の住宅まちづくり政策との整合性等に関する調整等を行った。
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